◎業者カード記載要領

①欄の記入について
・本店（本社）について記入してください。
②欄の記入について

・営業所等に委任する場合のみ記入してください。
・「営業所等の名称」は、商号等を記入せず、営業所等の名称のみを記入してください。
③欄の記入について

· 「技術職員数」の欄は、専ら測量・建設コンサルタント等に従事している職員の数を記入してください。
· 「総従業員数」の欄は、技術職員数、事務職員数及びその他職員数の合計を記入してください。

· 上記の数は、申請日の直前の営業年度の終了日において常時雇用している役員等も含む数です。

④欄の記入について

· 「資本金」の欄は、添付した履歴事項全部証明書の資本の額（千円単位）を記入してください。個人の方は記入不要です。
· 「営業年数」は競争参加希望業種に係る事業の開始日（２業種以上のときは最も早い開始日）から当該申請直前の１月１日までの年数を記入してください（１年未満は切り捨て）。なお、記入した営業年数が履歴事項全部証明書と合致しない場合は、沿革等の営業年数が確認できる書類を必ず提出して下さい。
⑤欄の記入について
· 「自己資本額」は、法人・個人とも直前事業年度の貸借対照表「純資産の部」の純資産合計額を記入してください。
⑥欄の記入について

· 本店（本社）又は委任する営業所以外に予備の連絡先がある場合は、所在地、電話番号及びＦＡＸ番号を記入してください。
⑦欄の記入について

· 希望する業種についてのみ記載して下さい。
· 希望する業種以外の業種の実績高は「その他」の欄にその額を記載し、実績がない業種を希望する場合には「０」を記載して下さい。
· 消費税を含まない額を記入してください。

※直前2年度、1年度分決算実績高記入欄について
　　　提出された現況報告書が、直近の決算に基づくものでない場合は、当該現況報告書にお
ける実績高を直前2年度分決算実績高として記入して下さい。その場合、直前1年度分決
算実績高の確認資料として、直近の決算報告書も併せて提出して下さい。

⑧欄の記入について

· 「登録」欄は、建設省告示（建設コンサルタント登録規程、補償コンサルタント登録規程）により登録している部門に、すべて○をつけてください。

· 「希望」欄には、申請者が希望する業務区分に○をつけてください（複数可）。ただし、登録のある部門に限ります。（補償関係コンサルタント業務、土木関係建設コンサルタント業務において登録のない部門を希望することはできません。）
· 「最希望」欄には、最も指名を希望する業務について一つに◎印をつけてください。
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